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令和 2 年度行政評価等プログラム 

 

総 務 省 

 

 令和 2年度以降の調査テーマ等や行政評価局の業務（「行政評価局調査」、「政

策評価の推進」及び「行政相談」）について当面の運営方針及び重点を以下のと

おり定める。 

なお、行政機関が行う政策の評価に関する法律（平成 13 年法律第 86 号）第

13条に規定する計画は、別紙のとおりとする。 

 

１ 行政評価局調査 

(1) 常時監視活動 

   行政相談委員や地方公共団体、関係団体等といった地域の関係者との平

素からの意見交換や情報共有等を一層図り、各府省における施策の実施状

況や国民、社会及び地域が抱える問題や疑問等について、行政相談事案及び

行政相談委員意見から得られる情報も含め、常時、情報を収集・整理・分析

することにより、行政上の課題を把握する活動（以下「常時監視活動」とい

う。）に積極的に取り組む。 

   この活動の成果については、令和 2 年度は、プログラムに掲載するテー

マの選定の検討に生かすだけでなく、必要に応じ、内容にふさわしい方法で

国民及び地域の関係者に積極的に還元することに努める。これは、国民及び

地域の関係者からの信頼を高めるとともに、情報収集等の能力の向上を図

る目的で取り組まなければならない。 

 

(2) 調査テーマの選定及び令和 2年度以降の調査予定テーマ等 

   調査テーマの選定に当たっては、平成 28年 2月に政策評価審議会によっ

て示された「行政評価局調査のテーマ選定に関する中長期的な考え方」及び

常時監視活動を通じて把握した行政上の課題を踏まえつつ、以下の五つの

点を考慮して検討するものとする。その際、対象分野の調査実績、優先度合

い、調査のタイミング等にも留意する。 

  （考慮すべき五つの点） 

   ① 内閣の重要課題か 

   ② 行政運営の改善により解決すべき課題があるか 

   ③ 実地調査により実態を把握する必要があるか 

   ④ 第三者的な視点が生かせるか 
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   ⑤ 制度発足後一定期間が経過し、効果を検証することが必要か 

 

令和 2 年度に新たに調査を実施するテーマ及び 3 年度以降の調査実施を

検討しているテーマは、別表のとおりとする。令和 2年度は、特に、生活者

の視点も含め客観的な観点から行政の実態や課題を把握し、行政自らの改善

につなげていくことを重視して、調査の準備及び調査結果の分析を行う。な

お、別表に掲げたテーマは、調査の企画・検討の過程で明らかになったニー

ズや緊急のニーズを踏まえ、必要に応じて、年度途中においても見直すこと

を妨げない。また、管区行政評価局等は、上記を踏まえ、地域に密着した現

地的な課題があるテーマを選定する。 

さらに、個別に掲げたテーマ以外にも、関係機関の要請等を踏まえた連携

調査を実施する。当面、マイナンバーカードの普及、ワンストップ化や IT活

用を通じた国民の手続負担軽減をにらみ、必要に応じて行政手続の実態につ

いて調査を行う。 

 

(3) 調査の実施 

   調査の実施は、従前は①年間を 4 か月ごとの期間に分けて計画的に行う

方法を原則としてきたが、②問題意識を絞って短期に集中して行う方法や、

③状況に応じて機動的に行う方法などの実績も上がってきたことに鑑み、

テーマの内容や調査実施上の必要に応じて、弾力的に方法を選択して行う。 

その際、調査の円滑な実施のために、管区行政評価局等における調査要員の

弾力的な運用を行う。 

   調査の準備及び調査結果の分析に当たり、政策評価審議会の委員を始め

とする学識経験者等の知見の活用に努めるとともに、関係者の意見等を積

極的に把握する。 

 

(4) 調査結果の公表 

   令和 2年度以降、調査結果の公表は、法令等の特段の要請のない限り、結

果報告をまとめた電子的なデータで行う。なお、公表時又は公表後の頒布等

の必要から印刷物を作成することは妨げない。 

   また、調査により得られた国民、地域等にとって有益と考えられる情報に

ついては、ニーズのある者への迅速かつ積極的な提供の観点から、従来の調

査や分析などの一連の作業が完了した後の報告によるだけでなく、随時の

レポートなどの方法を工夫して公表していくものとする。なお、そのような

場合にも、公表案件ごとに、正確性の確保等公表に当たって必要な配慮を欠

いてはならない。 
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(5) 改善措置状況のフォローアップ等 

   調査結果に係る各府省の改善措置状況については、調査結果の公表時に、

内容に応じて、原則 1 年から 2 年後までの間で特定した時点でフォローア

ップを行う。 

   フォローアップを行った結果、その時点で改善が十分に達成できていな

いことが明らかになった事項については、必要に応じて、フォローアップ結

果の公表時に特定し、改善の徹底のため、その後の時点における措置状況の

報告を求める。 

なお、フォローアップを通じて新たな行政上の課題が把握された場合は、

新たな視点での調査の実施を検討する。 

 

２ 政策評価の推進 

  政策評価については、政策の見直し・改善への一層の活用を図るため、以下

の取組を行う。 

  その際、政策評価審議会の委員を始めとする学識経験者等の知見を活用す

る。 

 

(1) 証拠に基づく政策立案（EBPM）の推進 

政府全体で推進されている EBPMの思考や分析手法は、政策の評価・監視

や見直しにも有効なツールである。これを踏まえ、各行政機関の政策評価の

推進や行政評価局自らが行う評価活動において積極的に活用する。 

また、各行政機関、学識経験者及び総務省が連携し、総務省予算を活用し

た政策効果の把握・分析手法の実証的共同研究に引き続き取り組む。これを

通じて、適切な政策の仮説（ロジック）を構築した上で、データを得ながら

政策効果の把握等を行い、関係行政機関の政策改善を支援するとともに、

EBPMを生かした政策立案能力の向上を図る。 

加えて、実証的共同研究により得られた知見を蓄積、整理し、研修等にお

いて活用することにより、各行政機関における EBPM の実践を後押しする。 

 

(2) 目標管理型の政策評価の推進 

これまでの改善方策や各行政機関における目標管理型の政策評価の実施

状況を踏まえ、目標管理型の政策評価の実効性を高めるための取組を行う。 

また、施策と当該施策の達成手段である事務事業に係る状況を一体的に

把握・見直しできるよう、引き続き目標管理型の政策評価と行政事業レビュ

ーとの連携を図る。 
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(3) 規制の政策評価の推進 

規制の政策評価の客観性及び厳格性を確保するため、平成 29 年 10 月か

ら施行された規制の政策評価の制度改正（基本的評価手法として、想定され

る影響のうち特に遵守費用の定量化の重視等）を踏まえ、点検項目について

重点化を図りつつ点検を実施する。また、各行政機関における規制の政策評

価の実施状況を踏まえ、規制の政策評価の実効性を高めるための取組を行

う。 

 

(4) 公共事業評価の推進 

政策評価の客観性及び厳格性を確保するため、現地の事業主体等から情

報収集を行うなど、より事業やその評価の実態を踏まえた点検を、重点化を

図りつつ実施する。また、公共事業評価の一層の質の向上等を図るための取

組を行う。 

 

(5) 租税特別措置等に係る政策評価の推進 

政策評価における客観的なデータに基づく政策効果の検証を一層可能と

するため、各行政機関の優れた分析方法を共有すること等を検討するとと

もに、政策評価における客観性及び厳格性を確保し、税制改正作業に有用な

情報を提供するため、重点化を図りつつ点検を実施する。 

 

(6) 政策評価に係る研修等の実施 

政策評価に関する共通の理解と専門的知識の向上等に資するため、政策

評価等に従事する職員に対して研修等を実施する。また、「政策評価ポータ

ルサイト」を活用し、国民等への情報提供を行う。 

 

３ 行政相談 

  個々の相談事案への真摯な対応・迅速な解決を図るとともに、相談事案及び

行政相談委員意見を端緒とした行政の制度・運営の改善を促進する。このため、

以下の活動を展開するとともに、我が国に在留する外国人の増加も踏まえた

共生社会の実現に向けた対応策など政府の重点課題への取組に鑑み、行政相

談においても受付窓口等の更なる充実強化に努める。 

  また、令和 3年度が行政相談委員制度 60周年に当たることから、節目を迎

える行政相談制度の今後を展望する記念事業の準備を行う。 
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(1) 行政相談委員との協働 

行政相談委員としての経験年数や活動状況に応じたきめ細かな支援活動

を展開し、公益社団法人全国行政相談委員連合協議会等と連携しつつ、行政

評価局と行政相談委員との協働を推進する。 

特に、定例相談所、行政相談懇談会などの行政相談委員の自主活動の活性

化や行政相談委員が行政相談活動を通じて得られた行政運営の改善に関す

る意見の提出について、積極的な支援を行う。 

また、行政相談委員の活動を通じて、地域社会における行政上の課題等の

把握とともに、国民に身近な施策等の情報提供に努める。 

さらに、行政相談委員制度 60周年の記念事業の準備に当たり、行政相談

委員の積極的な参加を促す。 

 

(2) 国、地方公共団体、各種相談機関・委員等との連携 

国の機関、地方公共団体や各種の相談機関・委員等との協力や関係構築に

努める。特に、行政相談週間（令和 2年度は 10月 19日～25日とする。）を

中心に開設する一日合同行政相談所や災害時における特別行政相談所にお

いては、関係機関との連携を推進する。 

 

(3) 社会の変化に対応する行政相談の実現 

我が国に在留する外国人の増加に伴う、外国人との共生社会の実現に向

けた政府の取組に鑑み、行政相談窓口における多言語対応の推進や外国人

対応に係る関係機関との連携を図る。また、情報通信技術（ICT）の進展を

踏まえ、行政相談の受付などにおける人工知能（AI）等の新技術の導入の推

進を図る。 

 

(4) 相談情報等を活用した行政の制度・運営の改善 

行政相談事案及び行政相談委員意見から得られる情報の分析・行政上の

課題の抽出を行うとともに、行政苦情救済推進会議構成員の知見の活用や

行政評価局調査との連携を図り、行政の制度・運営の改善につなげる。 

 

(5) 地域に密着した広報活動 

行政相談が国民に広く利用されるよう、行政相談制度や行政相談委員制

度について、地域に密着した広報媒体を積極的に活用し、行政相談窓口の愛

称「きくみみ」や行政相談のマスコット「キクーン」を活用するなど効果的

な広報を実施する。その際、行政相談による改善事例の積極的な発信等を行

う。 
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(6) 災害時における特別行政相談活動の実施 

大規模な災害が発生した場合には、被災者への速やかな情報提供やきめ

細かな相談対応を行うため、被災者への支援措置を講じている関係機関の

窓口リストの提供、災害専用フリーダイヤルの開設、関係機関の協力を得て

ワンストップで相談に対応する特別行政相談所の開設など、迅速かつ的確

に特別行政相談活動を実施する。 

 

(7) 国際協力の推進 

国際オンブズマン協会（IOI）、アジア・オンブズマン協会（AOA）等を通

じて海外の苦情処理機関との知見の共有を図る。ベトナム社会主義共和国

国家監察省、イラン・イスラム共和国総合監察機構、ウズベキスタン共和国

議会人権擁護官及びタイ王国オンブズマンと取り交わした覚書に基づく活

動を行うとともに、その他の国・地域の機関との交流も推進するなど、我が

国の行政相談の仕組みの紹介等による国際的な貢献に努める。 

 

４ その他 

(1) 業務の質の向上に向けた取組 

テクノロジーの活用も視野に、業務の効率化・高度化を進め、以下のとお

り本質的な業務の質の向上に取り組む。 

①  リモートワークの整備やウェブ会議の活用による機動的な業務の実施 

②  データ分析のスキルや、専門分野の知識の習得など、職員の人材開発 

③  外部有識者・専門家との協働を可能とするワークプレイス変革や、行 

政改善に意欲がある地方公共団体との職員相互派遣など外部とのネット 

ワークの強化 

 

(2) プログラムの見直し 

本プログラムについては、令和 3年度当初までに見直すものとする。 
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（別紙） 

総務省が行う政策の評価に関する計画 

行政機関が行う政策の評価に関する法律（平成 13年法律第 86号。以下「政策

評価法」という。）第 13 条に基づき、令和 2 年度から 4 年度までの 3 年間につ

いての総務省が行う政策の評価に関する計画を以下のとおり定める。 

 

１ 評価の実施に関する基本的な方針 

  政策評価法第 12 条第 1 項及び第 2 項の規定に基づく評価に関して、「政策

評価に関する基本方針」（平成 17 年 12 月 16 日閣議決定）を踏まえ、以下の

取組を推進する。 

 

 (1) 統一性・総合性確保評価に関する活動方針（政策評価法第 12条第 1項の

規定によるもの） 

   総務省が行う統一性又は総合性を確保するための評価は、政府全体とし

て目指す一定の方向性の下に、重要性・必要性等を見極めた上で統一性又は

総合性を確保する必要のある政策について積極的に実施する。 

   また、証拠に基づく政策立案（EBPM）推進のための政策効果の把握・分析

手法の実証的共同研究の成果を活用し、総務省が行う統一性又は総合性を

確保するための評価の充実・強化を図る。 

 

 (2) 政策評価の客観性を担保するための評価活動（政策評価法第 12条第 2項

の規定によるもの） 

   政策評価の客観性を担保するための評価活動については、次のとおり取

り組む。 

  ① 各行政機関における政策評価の実施状況の把握 

    各行政機関における政策評価の実施状況について、管区行政評価局等

の現地調査機能も活用し、情報の収集・分析を行う。 

  ② 各行政機関が実施した政策評価の客観的かつ厳格な実施を担保するた

めの点検 

    各行政機関が実施した政策評価について、必要な点検を行い、関係機関

に結果を通知し、公表する。また、政策評価の改善方策の検討状況も踏ま

えつつ、点検の一段の見直し・改善に向けた検討を行う。 
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２ 令和 2年度から 4年度までの 3か年に実施する評価のテーマ 

  総務省が行う統一性又は総合性を確保するための評価として実施するテー

マは、平成 28年 2月に政策評価審議会によって示された「行政評価局調査の

テーマ選定に関する中長期的な考え方」を踏まえて選定する。 

  令和 2 年度に実施するテーマは、元年度から引き続き実施する「死因究明

等の推進」及び「外来種対策の推進」のほか、「不登校、ひきこもりの子供・

若者支援」とする。また、令和 3 年度及び 4 年度に実施するテーマについて

は、「地理空間情報」に係る調査の具体化を検討する。 

 

３ その他評価の実施に関する重要事項 

 (1) 学識経験者の知見の活用 

   評価の実施に当たっては、評価の中立性及び公正性の確保並びに評価の

質の向上を図る観点から、学識経験者の知見を活用する。その際、特に、評

価の設計や分析に関し、政策評価審議会の調査審議に付議する。 

 

 (2) 改善措置状況のフォローアップ 

   勧告に対する各行政機関の改善措置状況をフォローアップし、政策への

反映状況と政策効果を十分に確認する。 

 

 (3) 評価に関する情報の公表 

   「政策評価に関する情報の公表に関するガイドライン」（平成 22 年 5 月

28 日政策評価各府省連絡会議了承）を踏まえて、総務省が行う政策の評価

に関する情報を公表する。 
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（別表） 
 
【行政評価局調査テーマ】 

令和 2年度 
令和 3年度以降 

早期に着手するもの 左記以外のもの 

○子育て支援 

（産前・産後の支援） 

○第 4種踏切道の安全確保 

○都道府県指定文化財（美

術工芸品）の保護・承継 

◎不登校、ひきこもりの 

子供・若者支援 

○指定管理者制度 

○渉外戸籍 

○遺留金 

○災害廃棄物対策 

○自衛隊の災害派遣 

○火山防災対策 

○木質バイオマス発電を 

めぐる木材の需給状況 

 

○子ども・子育て支援 

（子どもの放課後） 

○高齢者の居住の安定 

○マンション管理 

◎地理空間情報 

○国の手数料等の納付方法

（キャッシュレス） 

○生活エリアにおける 

交通安全 

○防災気象情報 

○海洋汚染対策 

○都市農地の保全・活用 

○森林経営管理 

○スマート農業 

・ 個別に掲げたテーマ以外にも、関係機関の要請等を踏まえた連携調査を実施。当面、

マイナンバーカードの普及、ワンストップ化や IT活用を通じた国民の手続負担軽減を

にらみ、必要に応じて行政手続の実態を調査 

・ 状況に応じて、機動的な調査を実施 

・ 調査テーマについては、年度途中においても必要に応じて見直し 

・ 感染症対策については、新型コロナウイルス感染症に係る関係府省の取組状況等を

見極めつつ、調査の実施を検討 

 (注) 上表中「◎」は「総務省が行う政策の評価」を、「○」は「行政評価・監視」を示す。 
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行政評価局調査テーマの概要 

 

実 施 年 度 令和2年度  

テ ー マ 子育て支援（産前・産後の支援） 

〇 産前・産後は、母親にとって、生活環境の変化による心身の負担

に加え子育てへの不安を感じやすく、心身のケアや支援を必要とす

る時期である。近年は、核家族化、地域のつながりの希薄化等とい

った時代の変化も加わり、子育てに悩み、孤立する母親が増加し、

産後うつや育児放棄、自殺に至るケースもみられる。 

〇 このため、母子保健法（昭和40年法律第141号）、子ども・子育て

支援法（平成24年法律第65号）等に基づき、市町村は、「子育て世

代包括支援センター」を設置するほか、「産前・産後サポート事

業」、「乳児家庭全戸訪問事業」、「産後ケア事業」等を活用し、

母親に対する相談支援や心身のケアなど、産前・産後の支援に係る

多様な取組を行うこととされている。しかしながら、地域における

個々の取組の実態は、必ずしも明らかとなっていない。 

〇 このような状況を踏まえ、妊娠期から出産後にわたり切れ目のな

い支援を提供できる体制の整備を推進する観点から、地域における

産前・産後の支援の実施状況等について実態を把握し、課題の整理

を行う。 
 

＜背景事情＞ 

・ 周辺に子育ての悩みを相談できる人がいる人の割合や、子どもを預かってくれる人が

いる人の割合が、この約 10 年間で 3 割程度減少したとの報告あり（第 44 回社会保障審

議会児童部会（平成 29年 10月 6日）資料） 

・ 妊娠中や産後 1 年未満に死亡した妊産婦 357 人の死因は、自殺者が 102 人（28.6％）

と最多（平成 30年 9月国立成育医療研究センター調査結果） 

・ 全国の市町村のうち、「子育て世代包括支援センター」は 983 市町村（56.5％）で設

置＜平成 31 年 4 月＞、「産前・産後サポート事業」は 403 市町村（23.1％）で実施＜

平成 30 年度＞、「乳児家庭全戸訪問事業」は 1,734 市町村（99.6％）で実施＜平成 29

年 4 月＞、「産後ケア事業」は 667 市町村（38.3％）で実施＜平成 30 年度＞（厚生労

働省資料） 

想定調査項目 ① 支援が必要な対象者の把握状況 

② 産前・産後の支援の状況 

調査等対象機関

（予定） 

内閣府、厚生労働省、都道府県、市町村、関係団

体等 
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行政評価局調査テーマの概要 

 

実 施 年 度 令和2年度  

テ ー マ 第4種踏切道の安全確保 

○ 自動踏切遮断機の設置、踏切保安係の配置又は踏切警報機の設置

のいずれも行われていない第4種踏切道は、事故発生率が高いものと

なっている。 

○ このような状況を踏まえ、第4種踏切道における安全の確保を推進

する観点から、第4種踏切道の現状、その安全対策の実施状況等につ

いて実態を明らかにする。 

 

＜背景事情＞ 

・ 踏切道の数は3万3,098か所、うち第4種踏切道は2,652か所（約8％）＜平成30

年度末現在＞ 

・ 踏切事故の件数は228件、うち第4種踏切道で発生したものは34件（約15％）＜

平成30年度＞。また、踏切道100か所当たりの踏切事故の件数は、第1種踏切道及

び第3種踏切道（注1）が0.69件に対し、第4種踏切道は1.28件（第1種及び第3種の

約1.86倍）＜平成30年＞ 
 （注1） 第1種踏切道は自動踏切遮断機を設置するか踏切保安係を配置しているもの、第3種踏切道は踏切

警報機を設置しているもの。第2種踏切道は、平成30年度末現在、存在していない。 

 

・ 踏切道改良促進法（昭和36年法律第195号）に基づき、踏切道の改良が行われ

ているが、同法は、道路法（昭和27年法律第180号）による道路と鉄道とが交差

する踏切道を対象としている。他方、第4種踏切道のうち約半数（注2）は、道路法

による道路以外の道路と鉄道とが交差 
 （注2） 平成26年度末時点において、第4種踏切道は2,917か所。このうち、道路法による道路以外の道路

と鉄道とが交差するものは1,529か所（約52％） 

想定調査項目 ① 第4種踏切道の現状 

② 第4種踏切道の安全対策の実施状況 

調査等対象機関

（予定） 

国土交通省、農林水産省、都道府県、市町村、事

業者等 
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行政評価局調査テーマの概要 

 

実 施 年 度 令和2年度  

テ ー マ 都道府県指定文化財（美術工芸品）の保護・承継 

○ 過疎化・少子高齢化などによる管理体制の不十分さや維持管理の

負担感などを背景に、文化財の散逸の防止が緊急の課題となってお

り、その確実な承継を図ることが重要 

○ しかしながら、都道府県指定文化財（美術工芸品）は、文化財保

護法（昭和 25年法律第 214号）により、その都道府県の区域内に所

在することが前提とされていることから、売買や譲渡等により区域

外に移動した場合、指定を解除される例が少なくない。 

○ このような状況を踏まえ、都道府県指定文化財を保護し、確実な

承継を図る観点から、都道府県における指定解除の状況や区域外の

移動に係る対応状況等の実態を明らかにし、課題の整理を行う。 

 

＜背景事情＞ 

・ 文化庁は、文化財保護法の枠組みの中で、国指定だけでなく、地方公共団体指定を含

む文化財の保存・活用を推進 

・ 都道府県は、文化庁が示す文化財保護条例の参考案を参照し、文化財保護条例を制定 

・ 都道府県は、条例により国の指定した文化財以外で、その都道府県の区域内にある文

化財について指定できる一方、当該文化財が指定文化財としての価値を失った場合等に

は、指定を解除できるとされている。これについて、文化庁は、当該文化財が当該区域

内に所在しなくなった場合、指定の解除要件に該当するものとして取り扱うことが適当

であるとしている。 

・ 都道府県指定文化財の件数は、全国で 2万 1,994件(令和元年 5月 1日現在）。この

うち、個人所有のものもある有形文化財の美術工芸品（絵画、彫刻、工芸品、書籍、古

文書等）は 1万 539件（47.9％） 

・ 都道府県の文化財保護審議会においては、文化財が区域外に移動しても指定を継続で

きるような方策について検討を望む指摘あり 

想定調査項目 ① 都道府県における指定文化財の区域外移動及

び指定解除の現状 

② 都道府県における区域外移動に係る対応状況 

調査等対象機関

（予定） 

文部科学省、都道府県（教育委員会） 
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行政評価局調査テーマの概要 

 

実 施 年 度 令和2年度  

テ ー マ 不登校、ひきこもりの子供・若者支援 

○ 平成30年度の不登校児童生徒（義務教育段階)数は16万4,528人(注1）

と6年連続で増加し、過去最大。また、平成27年度の15歳～39歳まで

の広義のひきこもり（注2）は推計数54.1万人（注3） 

  国では、子ども・若者育成支援推進法(平成21年法律第71号)や

「子供・若者育成支援推進大綱」（平成28年2月）等により、不登

校、ひきこもりなど困難を有する子供・若者への支援施策を推進 

○ 子供・若者の不登校、ひきこもり支援について、適切な支援体制

により学童期（小学生）から思春期（中学生～おおむね18歳）まで

切れ目なく支援を実施することは、児童生徒が自らの進路を主体的

に捉え、社会的自立を目指すために必要 

○ 本政策評価においては、学童期から思春期までの子供・若者を対

象とし、不登校、ひきこもりに係る政策・施策及び事務事業の実施

状況や効果を把握することにより総合的に評価する。 
（注1） 年度間に連続又は断続して30日以上欠席した児童生徒のうち不登校を理由とする者（「平成30年

度児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の諸課題に関する調査結果」（令和元年10月17日文部

科学省）） 

（注2） 原則的に6か月以上にわたっておおむね家庭にとどまり続け、ふだんどのくらい外出するかという

質問に対して、①趣味の用事のときだけ外出する、②近所のコンビニなどには出掛ける、③自室か

らは出るが、家からは出ない、④自室からほとんど出ない、を選択した者（内閣府資料による） 

（注3） 「平成27年度 若者の生活に関する調査」（平成28年9月内閣府） 

 

＜背景事情＞ 

・ 不登校児童生徒数 12.0万人（平成 25年度）→12.6万人（平成 27年度）→

14.4万人(平成 29年度)、不登校（高等学校）5.3万人（平成 30年度）前出(注 1） 

・ 広義のひきこもり群のうち、15歳～19歳のひきこもりの状態になってからの 

 期間 6か月～1年：20.0％、3～5年：80.0％ 前出(注 3） 

想定調査項目 〇 不登校、ひきこもりの子供・若者に対する政

策・施策及び事務事業の実施状況及び効果の発

現状況 

調査等対象機関

（予定） 

内閣府、法務省、文部科学省、厚生労働省、都道

府県、市町村、関係機関 
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行政評価局調査テーマの概要 

 

実 施 年 度 令和2年度  

テ ー マ 指定管理者制度 

○ 厳しい地方財政状況など経営資源の制約が強まる一方、少子高齢

化等を背景として行政需要は確実な増加が見込まれる中で、引き続

き質の高いサービスを提供するため、地方行政サービス改革の必要

性が高まっている。こうした中、公の施設の管理についても、その

在り方の検証及び見直しを行い、より効果的・効率的な運営に努め

ることが求められている。 

○ ＰＦＩや公共施設等運営権（コンセッション）等の多様な官民連

携手法が整備される中で、適切な管理運営手法の選択と選択した手

法の効果的な活用を通じて公の施設のより効果的・効率的な運営を

推進する観点から、指定管理期間終了時等における管理手法の選

択・見直しの実態、公募前対話や指定管理者の裁量の拡大など民間

参入を促す取組の実施状況等を調査し、指定管理者制度がより一層

効果的に活用される上での課題を整理する。 
 

＜背景事情＞ 

・ 指定管理者制度は、民営化・民間化などの行政改革の流れの中、公の施設の管

理に民間事業者の手法を活用することにより、住民サービスの向上と管理経費の

縮減等を意図して平成15年度に発足。業務範囲や管理の基準は条例で定められ、

指定には議会の議決が必要 

・ 指定管理者制度導入施設は、制度発足以降増加してきたが、直営に戻す事例も

増加傾向にあり（注）、近年は頭打ち（平成30年4月1日現在7万6,268施設） 
（注） 総務省自治行政局による3年に1度の調査によれば、572施設（平成21年）→631施設（平成24年）

→767施設（平成27年）→791施設（平成30年） 

 

・ 公募によらず従前の指定管理者を再指定している施設が制度導入施設の47％

（平成30年4月1日時点） 

・ 民間事業者（株式会社、ＮＰＯ、学校法人、医療法人、共同企業体等）参入率

は、徐々に上昇しているが、平成30年4月1日時点で40％ 

想定調査項目 ① 施設とその管理の在り方の検証・見直し、管

理手法の選択・見直しの実態 

② 民間参入を促す取組の実施状況 

調査等対象機関

（予定） 

内閣府、総務省、文部科学省、厚生労働省、国土

交通省、都道府県、市町村、事業者、関係団体等 
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行政評価局調査テーマの概要 

 

実 施 年 度 令和2年度  

テ ー マ 渉外戸籍 

○ 在留外国人の増加等を背景に、渉外戸籍事件については、窓口で

の説明や書類審査に膨大な時間や労力を要している状況 

○ このような状況や、新たな在留資格の創設により、今後、外国人

の受入れが進むとともに、日本人との共生も進んでいくことを踏ま

え、窓口である市町村における渉外戸籍事件（婚姻届）の事務処理

等の実態を把握し、課題の整理を行う。 

 

＜背景事情＞ 

・ 我が国に在留する外国人は、令和元年 6月末時点で 283万人となり、過去最多

を更新。こうしたことを背景に、戸籍事件本人の一部又は全部が外国人である渉

外戸籍（注）事件も増加の一途とする市町村あり 

・ 婚姻届などは、国籍によって必要書類が異なるため、窓口での説明や書類審査

に膨大な時間や労力が費やされているとされており、市町村の現場では、法務省

に対し、国別・事件別の添付書類のデータベースの整備などを要望 

・ 出入国管理及び難民認定法（昭和 26年政令第 319号）の改正（平成 31年 4月

施行）に伴う新たな在留資格の創設により、今後、外国人の受入れが進むととも

に、日本人との共生も進んでいくことを踏まえると、適切かつ効率的な「渉外戸

籍」が一層重要 

（注） 「渉外戸籍」は、日本人に関する戸籍事務と同様に、戸籍法（昭和 22年法律第 224号）に基づ

き、市町村が行う事務であり、第一号法定受託事務 

想定調査項目 ①  市町村における渉外戸籍事件（婚姻届）の受

付・処理状況、管轄法務局等への疑義照会の状

況等 

②  法務本省・法務局等における市町村からの疑

義照会への対応状況 

調査等対象機関

（予定） 

法務省、市町村等 
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行政評価局調査テーマの概要 

 

実 施 年 度 令和2年度  

テ ー マ 遺留金 

○ 超高齢社会の進行や家族のつながりが希薄化する中、急増する一

人暮らしの高齢者などの死亡の際、市町村では、埋火葬後、残余遺

留金が相続財産管理人の選任のための予納金に満たない場合は、結

果として、法令に根拠のない遺留金を歳計外現金として保管せざる

を得ない状況 

○ このような状況を踏まえ、市町村における遺留金の事務処理等の

実態を把握し、課題の整理を行う。 

＜背景事情＞ 

・ 超高齢社会の進行や家族のつながりが希薄化する中、近年、一人暮らしの高齢

者が急増 

・ 一人暮らしの高齢者などが死亡した場合、死亡した者の埋火葬を行う者がいな

い又は判明しないときは、行旅病人及行旅死亡人取扱法（明治 32年法律第 93

号）及び墓地、埋葬等に関する法律（昭和 23年法律第 48号）の規定に基づき、

死亡地の市町村が埋火葬を行い、その費用についてはまずは死亡した者の遺留金

を充て、不足するときは当該市町村が負担 

・ 埋火葬後の遺留金の処理については、生活保護法（昭和 25年法律第 144号）

以外に明確な規定がないため、相続人のあることが明らかでない場合、埋火葬の

費用に充当した後の残余遺留金等の相続財産は、民法（明治 29年法律第 89号）

の規定に基づき、当該市町村（利害関係人）の請求により家庭裁判所が選任した

相続財産管理人によって処分手続が行われ、最終的には国庫に納付 

・ しかし、残余遺留金が当該請求に必要な経費（予納金）に満たない場合には、

当該請求を行うことが困難であるほか、相続人がいる場合であっても残余遺留金

の受取を拒否されることもあり、結果として、当該市町村は、法令に根拠のない

遺留金を歳計外現金として保管せざるを得ない状況 

・ 指定都市では、一人暮らしの高齢者数の増加に伴い、保管する遺留金の額も増

加傾向にあると指摘。中には、遺留金の保管根拠等を明確にした条例を制定する

指定都市もあり 

想定調査項目 ①  市町村における身寄りのない独居人の埋火葬

の実施状況 

②  市町村における遺留金の事務処理の実施状況 

調査等対象機関

（予定） 

法務省、市町村等 
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行政評価局調査テーマの概要 

 

実 施 年 度 令和2年度  

テ ー マ 災害廃棄物対策 

○ 近年多発する災害からの復興を早期に進めるためには、災害由来

の災害廃棄物の処理を迅速・的確に行う必要がある。しかしなが

ら、地方公共団体によっては、①災害廃棄物処理計画の策定が進ん

でいないもの、②策定された災害廃棄物処理計画が活用できていな

いものがあるほか、③災害の規模によっては、廃棄物の処理を被災

市町村のみで行うことには限界があり国・都道府県等との広域連携

が必要となるなどの状況にある。 

○ このような状況を踏まえ、発災前の災害廃棄物処理計画の策定状

況や、被災地域と同一の都道府県内や都道府県域を超えた広域連携

の状況を把握することにより、災害からの早期の復旧の鍵となる災

害廃棄物対策に関する課題を整理する。 

＜背景事情＞ 

・災害廃棄物の処理は、廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和45年法律第137号）及

び災害対策基本法（昭和36年法律第223号）に基づき行われ、この2法により、市町村等

が処理を行う比較的小規模な災害廃棄物処理から、環境大臣が地方公共団体の廃棄物の

処理を代行する大規模な災害廃棄物処理まで行われることとなっている。 

・都道府県及び市町村は、廃棄物処理法に基づく基本方針により災害廃棄物処理計画を策

定することとされている。しかしながら、平成31年3月1日時点において指定都市の策定

率は70％であるのに対し、人口規模が10万人未満の市町村では策定率は25％にとどまっ

ている。 

・大規模災害が発生した場合、被災した地方公共団体のみで災害廃棄物を処理することは

困難であることから、災害対策基本法に基づく環境大臣による代行等が予定されてお

り、実際の処理には他の都道府県、市町村による支援が欠かせないものとなっている。 

想定調査項目 ①  災害廃棄物処理計画の策定状況 

②  発災後の災害廃棄物処理の運用状況 

③  災害廃棄物処理の広域処理の計画等の状況 

④  国の地方公共団体に対する支援状況 

調査等対象機関

（予定） 

内閣府、経済産業省、環境省、都道府県、市町

村、関係団体等 
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行政評価局調査テーマの概要 

 

実 施 年 度 令和2年度  

テ ー マ 自衛隊の災害派遣 

○ 近年、台風・地震等の大規模災害が頻発する中、防衛省は、天災

地変等の災害に際し、人命・財産の保護を目的とする応急的な救援

活動として、自衛隊の災害派遣を実施 

○ 自衛隊の災害派遣がより有効に機能するためには、防衛省・自衛

隊と地方公共団体等との更なる緊密な連携が求められる。 

○ このような状況を踏まえ、今後の災害対応に資する観点から、防

衛省・自衛隊と地方公共団体等との間における過去の災害派遣時に

おける連携状況や、平素からの連絡・協力状況等の実態を把握し、

連携等の強化に向けた課題を整理する。 

 
＜背景事情＞ 

・ 自衛隊の災害派遣活動の内容には、被害状況の把握、避難の援助、捜索救助、

水防活動、道路啓開（がれき等の除去）支援、応急医療、防疫、緊急輸送、炊

飯･給水等がある。 

・ 自衛隊の災害派遣は、緊急性、非代替性及び公共性の観点を総合的に勘案して

判断され、①都道府県知事等からの要請に基づく派遣と、②事態に照らし特に緊

急を要し、要請を待ついとまがないと認められる場合の自主派遣とに大別され

る。 

想定調査項目 ① 過去の災害派遣時における防衛省・自衛隊と

地方公共団体等との連携状況 

② 災害発生に備えた防衛省・自衛隊と地方公共

団体等との平素からの連絡・協力状況 

③ 自衛隊の災害派遣活動を円滑に実施するに当

たってのあい路 

調査等対象機関

（予定） 

防衛省、内閣府、都道府県、市町村、関係団体等 
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行政評価局調査テーマの概要 

 

実 施 年 度 令和2年度  

テ ー マ 火山防災対策 

○ 平成26年9月27日に発生した御嶽山噴火の教訓、火山防災対策の特

殊性等を踏まえ、国は、27年に活動火山対策特別措置法（昭和48年

法律第61号）を改正して、火山災害警戒地域の都道府県や市町村に

対し各種防災対策を義務付けるなど、対策を強化し取組を推進して

いるが、それらの対策が十分に進捗していない状況がみられる。 

○ このような状況を踏まえ、国、都道府県及び市町村における火山

防災対策の取組状況を把握し、課題の整理を行う。 

 

＜背景事情＞ 

・ 火山防災のために監視・観測体制の充実等が必要な常時観測火山は、国内に50

火山あり、そのうち周辺に住民や登山者等が存在する49火山について、火山現象

の影響範囲のある23都道県、167市町村（延べ190市町村）を火山災害警戒地域に

指定 

・ 都道府県及び市町村において地域防災計画に警戒避難体制に関する事項の記載

が義務化されたが、必要事項を全て記載済みのものは190市町村のうち121市町村

（令和2年1月31日時点） 

・ 49の常時観測火山のうち退避壕や退避舎等の避難施設が整備されていないもの

が21火山（平成30年3月1日時点） 

・ 火山活動の度合いに応じて5段階で住民等に注意を促す「噴火警戒レベル」が

導入されているが、市町村への噴火警戒レベル情報等の提供の遅れが指摘 

想定調査項目 ① 国における火山防災対策の推進状況 

② 都道府県及び市町村における火山防災対策の

取組状況 

③ 地域住民等への火山防災情報の周知状況 

調査等対象機関

（予定） 

内閣府、総務省、国土交通省、都道府県、市町

村、関係施設等 
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行政評価局調査テーマの概要 

 

実 施 年 度 令和2年度  

テ ー マ 木質バイオマス発電をめぐる木材の需給状況 

○ 再生可能エネルギーの固定価格買取制度（FIT制度）により推進さ

れている木質バイオマス発電事業において、その買取価格は、燃料

由来により区分。また、同発電事業の認定審査は、①燃料の安定調

達、②既存木材利用事業者の木材利用への影響等の観点から実施 

○ このため、関係機関において、木質バイオマスの需要動向を的確

に把握･分析し、事業認定の適正性を確保することが重要となるが、

①同発電事業者の燃料調達に係る計画と実績とのかい離、②既存木

材利用事業者の木材調達への負の影響等の課題がみられる。 

○ このような状況を踏まえ､木質バイオマス発電に係るFIT制度の適

切な運用を図る観点から､木質バイオマス発電事業者における燃料利

用等の実態を把握し、課題の整理を行う。 

 

＜背景事情＞ 

・ FIT制度において、木質バイオマス発電の買取価格は、一般木質バイオマス由

来や建設資材廃棄物由来のものに比べ、間伐材等由来のものを最も高く設定。そ

の買取費用は、電気料金の一部として電気使用者が支払う「再生可能エネルギー

発電促進賦課金」により賄われている。 

・ 森林・林業基本計画（平成 28年 5 月 24 日閣議決定）においては、「木質バイ

オマス発電施設等の設置に当たっては、安定的な燃料調達が可能となるよう、地

方公共団体等と連携し、計画段階から、施設設置者が原木供給者と合意形成でき

るようにする」とされている。 

想定調査項目 ① 木質バイオマス発電事業者における燃料調達

に係る事業計画と実績 

② 木質バイオマス発電設備の稼働状況 

③ 木質バイオマス発電事業実施地域における既

存木材利用事業者の木材の調達状況 

調査等対象機関

（予定） 

農林水産省、経済産業省、都道府県、市町村、関

係団体、事業者等 

 

 




